提　案　理　由
　国の文書通信交通滞在費が、就任日数に関わりなく定額支給することとされていることについて多くの批判が寄せられるなど、国民・納税者による公金の使われ方に対する厳しい視線が注がれている。
大阪府議会における政務活動費については、これまでも使途の特定や会計帳簿等の公表、残余額の返還など、適正な執行を図ってきたところである。
しかしながら、今般、現行の定額交付をやめ、就任日数に基づき日割により計算した額による交付に改めることにより、府民からの府議会に対する信頼・期待に応えるため提案する。　
